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本稿は、PDCAサイクルによるマネジメントの観点から国際文化交流の評価について先行研究

が指摘する問題点を整理したうえで、自治体の定める総合計画と評価資料から実際に行われてい

る行政評価について検証した。検証の結果、施策の成果と事務事業の結果の混用がみられた。ま

た、意識の向上という成果目標を掲げながらその評価のための意識調査が行われていなかった。

意識調査については様々な評価指標から要求されていながらも作業が複雑で実施できないことか

ら、今後の研究で簡便な手法を検討することとした。

1．はじめに

地方自治体が行う評価活動については、実効性のあるPDCAサイクルによるマネジメン

トが第一義である。特に昨今は税収減と支出増による財政難であり、PDCAサイクルによ

る政策・施策・事務事業の改善がより一層必要とされている。

また、評価の結果を議会や住民に説明する義務がある。このことから、評価は大別する

とPDCAサイクルによる改善・効率化と説明責任という二つの目的を帯びている。

地方自治法第2条第4項において「市町村は、議会の議決をへてその地域における総合

的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定めなければならない」と、基本構想

を策定することが義務づけられていたが、平成23年の地方自治法の改正によりこの文言が

削除され策定義務がなくなった。その後、地方自治体は①総合計画は策定せず個別計画で

対応する。②行政の任意計画として策定する。③条例で議会の議決事項に定めて策定する。

という3つの選択肢からいずれかを選択することになったが、多くの自治体が引き続き総

合計画を策定している｡('）

法改正に至った要因としては、職員が立案し議会で議決する総合計画と首長が選挙公約

として掲げたものとの間に剛i賂が生じ、両者に整合性を持たせるためにすり合わせの作業

を行なう等、実態にそぐわないものになったことや、基本構想の策定において一部の職員

の行き当たりばったりの思い付きや、職員のほとんどがその存在を知らないといった、い

わゆる総合計画の形骸化やその策定の費用対効果等、さまざまな問題点が指摘された｡(2)

総合計画の形骸化については評価とも密接な関係がある。前述のとおり評価活動はPI)

CAサイクルによるマネジメントを行うことが目的であるので、総合計画に定める目標を

達成するための基本計画や各施策を評価することとなる。

単純に考えると、計画通り進んだか、目標は達成できたかを測るものが評価であり、評

価するには目標・計画が定められていないと評価できない。つまり、総合計画と評価が荘

離し評価結果が総合計画に反映されないことも、総合計画の形骸化の大きな要因といえる。
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さらに、評価資料を作成する者にとっては、評価の作業の本来の目的を顧みる余裕もな

く、評価作業に追われ、評価作業自体が目的となっており、時間と労力を費やした評価書

がどのように活用され事業が改善されるのか、という視点よりは、説明責任を果たすべく

議会や市民、窓口である取りまとめ部署に対して、この事業が良かったか、成功したかを

いかに上手に作文しアピールするかに重点が置かれるため、PDCAサイクルによるマネジ

メントに資する評価といえない。結果的に評価作業に徒労感（いわゆる「評価疲れ｣）を

感じており(3)、次のアクションに結びつける時間的な余裕と気力がそがれてしまってい

る。評価人材の不足、スキル不足、手間暇かけて作成した割にはその効果が感じられない

といった評価自体の費用対効果等、評価を取り巻く問題は山積している。

これら背景を踏まえ、本稿においては地方自治体が行う事業の一つとして国|祭文化交流

を取り上げる。国際文化交流については、先行研究においてもその評価の困難さが指摘さ

れている。また、具体的事例として筆者が交流事業に関係していた中華人民共和国L市と

日本のK町.A町との交流を例としてPDCAサイクルの視点からその評価について考察を

行う。

なお、本稿においては具体的な自治体名は用いていないが、実在の自治体であり、関係

資料も実在のものである。

ここでいう国際文化交流とは、両自治体が行っているホームステイを中心とする学生交流や

文化視察団の相互派遣、受け入れ等を指し、農業交流等の技術交流を除く交流とする｡<4）

2．先行研究が指摘する国際文化交流の評価の問題

これまでの研究では、国際文化交流の評価について①国際交流や文化交流が交流の為の

交流に終わり、目的がはっきりしないものが多い。②文化交流の場合、自分自身の役に立っ

ておればそれで良いといった一種の自己満足的な感覚がみられる。③単に観客数が多かっ

たとか、観客の評価が高かったといった、比較的単純な成果をもって国際交流の成果があっ

たとみなしている場合が多い等が指摘されている。

また、評価を妨げる要因を、①事業の目的が暖昧であることからの評価指標設定が不可

能であること②アカウンタビリテイから評価の多様性が生じることにより、評価指標の設

定を困難にしていること。③とくに小規模の事業主体においては、人的時間的経済的制限

から事業本体と評価活動のバランスが取れず、評価がなおざりにされてきたと指摘してい
るo'

これらの指摘については筆者も異論はない。前述のとおりPDCAサイクルによるマネジ

メントには、目標・目的を明示する必要がある。

ここで指摘されるように国際文化交流の成果はどのタイミングで計測されるべきか。何

をもって成果として評価するかという根本的なことの研究が十分に行われていないことも、

評価を困難にしている要因であり、この点を整理する必要がある。

3．インプット・アウトプット・アウトカム・インパクトと指標との関係

国際文化交流の成果だけでなく、地方自治体の行う事業の評価には同様の整理が必要な

ものが多数あるといえる。ここでは、山谷（2012）が行った政府・地方自治体の活動の整

理に基づき、成果とはどのように位置づけられるかを見ていく。
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インプットとは、予算や人的投入、また時間的投入であり、それにより活動を行う。そ

の活動の結果がアウトプットである。アウトカムは、これら事業の成果であり、インパク

1,は影響・波及効果である。当初予測できなかった影響もそこに含まれる（図－1）。

可
４ ＞燃し

アウトカム インパクト

(成果） (影響）

図－1政府・地方自治体の活動の流れと評価指標

く出所＞山谷清志（2012）『政策評価」より筆者一部改変

例えば、予算を投入し（インプット）橋を作ったことにより（アウトプット）渋滞が緩

和された（アウトカム)。通勤・通学の時間が劇的に改善された結果、朝食の摂食率が上

がった（インパクト)。のようなものである。

このように、インプットとアウトプットには時差はあまりないが、アウトカムとインパ

ク1､指標を用いる上で、インプットとの因果関係をはっきりさせるのは困難である。さき

ほどの例では、予算投入して橋を建設したのは明らかであるが、交通渋滞が緩和される要

因としては、公共交通機関の充実により、マイカー通勤そのものが減ったことや、健康志

向から自転車・徒歩に変わったりしたことが影響しているとも考えられる。これらについ

ては交通量調査を行えばある程度はっきりしてくる。しかし、朝食の摂食率の向上等は、

それこそ、こじつけに近いものがあるといえるし、健康福祉部門がキャンペーンや学校で

の指導の結果かもしれない。これを健康福祉部門からみれば、セミナー、シンポジウム等

の参加者数（アウトプット)、啓発ビラの配布（アウトプット)、摂食率の向上（アウトカ

ム）となる。こうなると、成果ひとつの定義も困難になってくる。また、橋を作る建設や

土木部門と健康福祉部門では連携が取れる部分もあると思えるが、朝食の摂食率という観

点から両部門が連携を図るには障害が多いと思われる。それは、橋を作る予算の確保の手

続きからみれば明白である。

では、国際文化交流においてはどうであろうか。交流を行うための予算確保等がインプッ

トに該当し、実際に交流した人数や交流会の参加者がアウトプット。相手国に対する印象

の変化等がアウトカムといえるだろう。実際にL市と交流していたK町．A町およびL市

の事業担当者に、国際文化交流の成果としてどのような事柄があてはまるかをインタビュー

した結果「この事業に参加したことにより（中国語を学習したり、大学でそのような専攻

を選択したり、留学したり、その方面の職業を選択したり等）その人の人生や思想への影

響」「海外旅行や異文化交流に典|床をもち積極的に参加するようになった」「相手国に対す

る印象が好転した」という回答があった。この人生や思想への影響とは、成果なのだろう

か、それとも波及効果なのだろうか、それとも当初予測できなかった影響なのだろうか。

国際文化交流においては、「何名派遣した」「日本文化に触れるために、お茶やお花の体

験交流会を行い、何名が参加し盛会のうちに終了した」等はアウトプット指標であるとい
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える。この指標を成果（アウトカム）とするならば、そのための広報活動・募集活動等の

成果であるといえる。「何名派遣した」ということが成果として位置づけられる背景には、

派遣者募集について予定人数が集まらない、事業縮小されないように、これだけニーズが

あるというアピール、若しくはこの事業実施のために苦労をしてコンセンサスを得てやっ

と予算を確保し派遣にこぎつけた。ということが想像できる。

L市と交流を行っているK町とA町の総合計画から当該部分を抜粋した（表－1）。こ

れによると、K町においては、事業の成果指標として交流回数と交流者数というアウトプッ

ト指標が用いられている。A町においては、事業の評価指標として交流人数を上げ、成果

としては町民が外国人と積極的に交流している。という定性的な指標を用いている。

表-1:K町の交流事業における指標

＜出所＞第6次K町総合計画基本構想・前期基本計画より抜粋

表-2A町の交流事業における指標

▼

Ｉ
’

－

＜出所>Aiiir第6次総合計画より抜粋

ここで、定'性的な指標についての整理も必要である。定性的な指標による評価は主観に

基づくものである。「…積極的に交流しています｡」とはどういう状態のこと指すのか、何
をもって積極性を計測するのか、こうしたことが問題となる。

4．政策・施策。事業の関係

もう一つ整理しておかなければならないのは、政策・施策・事業（事務事業）という、
基本的な行政の政策体系と評価についての関係である（表－3）。

表－3：政策・施策・事業の政策体系の定義と評価・計測期間の関係

L塞墓
＜出所＞山谷清志(2012）「政策評価」より一部改変
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主要取組事業

2．国際化教育の推進

主要事務事業名

社会人交流の推進

児童生徒の交流の推進

事業の成果指導

県内留学生との交流

生徒の交流者数

単位

回

人

現状

平成21年度

0

10

目標

平成27年度

1

10

主要な事業

｡国際交流推進事業
･中学生海外派遣事業

指標

在住外国人の交流事業などへの延べ参加者数

姉妹‘友好都市交流と国際交流活動への延べ参加者数

位

人

人

現況

平成24年度

152

648

目標

平成30年度

200

700

施策の成果

｜町民が外国人と積極的に交流しています。

政策

施策

定義

図や自治体が向かうべ
き方向を定めたもの

政策を実現する
ための方策

評価の手法

政策評価・政策し
ビユー

プログラム洲i･業績
i!!lj定(アウ1,カム対策）

評価の視点

選挙公約や政権の基本政
策にたいしての評価

想定どおり進捗して、狙った
アウI､カムを産出しているか。

始動

インパクト

アウトカム．

インパクト

計測期間

長期

中長期

施策を実現させるた
めの具体的な手段

プロジェクト評、実績
測定(ｱｳﾄプｯﾄ対策）

計画したアウトプットを
産出しているか。

アウトプット 短期



政策の中にいくつかの施策（プログラム）があり、またその中に事業（プロジェクト）

が存在する。国際文化交流事業がどのような政策の中のどのような施策のための事業とし

て位置づけられているか、といった視点から評価指標を検討する必要がある。（‘）

表-4:A町の国際交流推進事業の事務事業評価

事務事業名

国際交流
推進事業

成果目的

国際交流に係る多種
多様な催事を開催す
ることで、在住外国
人と町民の交流の場
を提供し、外国人と
日本人の相互が多文
化理解と国際化意識
の向上を図る。

事業概要

地域交流事業（在住外腫1人と
の交流等）は、日本と各国の
文化などの倣かい、日本語教
室の運営支扱を行ない、海外
の姉妹・友好都市とは、訪i;i]
団、中高生の相互派遣、ALT，
農業研修生の受入などを行なっ
ている。これらの事業につい
ては、民間による草の根交流
をII指し、A町国際交流協会
が主体となり推進している。

方向性

現状の
規 模 で
継続

平成26年度

業務改善

一 部 改
善

取組方針（改善方針）

事業主体であるA町国際交
流協会が更に主体的になっ
て活動できるよう会員増を
目指す｡そのために必要な
会の活性化や事業内容の見
直しなどを進める。今後は
世界の文化紹介や音楽交流
事業を稚極的に展開し、町
内在住の外国人と町民との
交流を深めていく。

＜出所>A町行政評価書事務事業評価より抜粋筆者により町名を伏せている。

表-5:A町の国際交流推進施策の施策評価

個別施策
(コード）

α・個別施策の
参考指導：基準値および目標値

国際交流活動の
推進（1231）

成果・目的

町民が外国人
と積極的に交
流しています。

指標名

在住外国人の交流事業
などへの延参加者数

tt妹・友好都(I校流と国際
交流活動への延参加者数

＜出所>A町行政評価書施策評価より抜粋

目標

葵繍

目槻

葵繍

1．119

(韮

147

456

Wl¥

150

237

490

386

1122112:;

160170

169107

520550

()()(I298

H2'|112

180180

155170

580coo

511740

β・個別施策の達成状況

評価

B

達成状況の説明

昨年は、在住外国人と
の交流の機会を広げる
ため、音楽祭を開催し
たので、目標を上回る
ことができた。

A町が示す行政評価の目的によれば、業務の質・量・進行状況を把握するしくみを設定

し、管理部門、管理職がマネジメントするために必要な情報を把握できるようにする。マ

ネジメントに必要な情報を収集・分析するとされている。

（表－4）はA町の事務事業評価である。これによれば、事業については現状の規模で

継続し、業務については一部改善が必要としている。

（表－5）は施策評価である。先ほどの「町民が外国人と積極的に交流しています」と

いうことについて、「在外外国人の交流事業の延参加者数」「姉妹都市・友好都市交流と国

際交流活動への延参加者数」を参考指標とし評価をB(A～Dのうち）としている。

このA町の行政評価を現状の目標と評価設定で考察してみたい。評価の目的はPDCAサ

イクルのために実施するとされている。施策レベル・事務事業レベルでの評価が行われて

いる。市民が外国人と積極的に交流することを目的として、国際交流活動の推進を図って

いる。その施策の中に、音楽交流や文化交流の事業を実施している。事業の目的は市民の

国際化意識向上のためである。交流事業を企画し交流の場を提供している。こうしたこと

から、事務事業と施策の連携もできている。しかし、この施策の成果は参加者数で測るこ

とができるであろうか。事業の成果目的には、国際化意識の向上とある。例えば、参加者

数が少なかったとしよう。この原因は市民の国際化意識が足らないからだ、ということで

あろうか。もしかしたら、偶然にも他の行事が重なったり、天気が悪く出足が鈍ったかも

しれない。参加者が年々減少していった場合は一度醸成された国際化意識が衰退していっ

ているということだろうか。国際化意識は意識調査でしか明らかにならないであろう。A

町においてはこのような調査は実施されていない。参加者数は参考にはなるが、成果目的
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として意識の向上を掲げているのであれば意識調査を行い、その変化を成果とする必要が

あるのではないだろうか。

評価結果をPDCAサイクルに反映させるのであれば、事務事業で交流事業の事業数や参

加者数（アウI､プット）を事業の評価指標として、施策の目標を国際交流の推進による市

民国際化意識の向上（アウトカム）とすべきではないだろうか。参加者数は事務事業レベ

ルで評価し、参加者が少なかった場合には広報・周知活動や日程等の検証・改善を行う。

施策レベルでは国際化意識の調査を行いこれらの取り組みの結果、意識にどれだけ変化が

あったかを評価したうえで足りない事業や効果がない事業について検討を行うというのが

自然であるように思われる。

これまで見てきた通り、国際文化交流の評価においても、用いる指標がアウトプットを

計測するものか、アウトカムなのか、インパクトなのかということを見極め、政策．施策．

事業それぞれの目標目的を体系的に設定することが必要である。これらが暖昧であると、

評価自体が意味のなさないものになってしまい、現在の政策評価の現場が直面している状
況に陥ってしまう。

5．評価と意識調査

国際文化交流の成果を測定する物差しとして、意識の変化というものが指標となりうる。

前述のインタビューでも「相手国に対する印象が好転した」ということが成果として期待
されているとの回答があった。

A町の例では、意識の向上といった目標を定めていながら、意識調査は行われていなかっ

た。自治体の行う施策で意識改革を目的とするものは少なくない。こうした施策の評価を

行う上で意識調査は必要である。参加者数等で測ることも可能であるが、偶然に少なかっ
た場合等、正当に評価されているとは言い難い。

さらに、意識を改革するものに啓発活動があるが、これは啓発されて何かの行動に結び

つくもの（例えば、健康診断受診率等）は、その行動を測ればいいかもしれないが、人権
啓発などは様々 な計測が必要であるといえる。その一つが意識調査である。

意識調査は必要であるにもかかわらず、それなりの費用と時間がかるうえ、そこに人手も
割く必要がある。

例えば、①質問票の設計と質問項目の精級化を行わなければならない。つまり質問紙上
の質問項目について、質問に用いる文言や他の質問項目との関係’性等の検討を加えながら

より質問者が意図した情報が得られるように質問項目を改善していくことである。精綴化
には質問紙法による調査に精通した人材、外国向けの調査であれば、語学に精通した人材
が必要になってくる。

このほか②市民全体に調査することも考えられるが、市民の意識を代表しているといえ
るサンプルの抽出を行う必要がある。そのサンプルからの回答が③統計的に有意なデータ

として扱えるように回答数の確保を行う必要がある。④質問票の回収や回答データの入力
といった機械的作業。そして⑤分析を行い評価する。少なくともこれらの作業が必要となっ
てくる。

コンサルティングやサーベイ事業者に外注することもできるがその分コストがかさむ。
評価にかかる費用が本来の事業費を超えてしまっては本末転倒である。
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また、変化を見るにあたっては最低でも施策実施前と実施後に調査を行う必要がある。

イベント等の参加者にアンケー1､を配布する方法もあるかもしれないが、その結果を市民

の意識変化とするのは難しい。

さらに、調査した数値が高水準であるか、それとも改善されたとはいえ低い値なのかと

いうことを判断するにはベンチマークとなるものが必要であるし、ベンチマークを行うに

は同じ指標で測る必要がでてくる。こうなってくると、小規模自治体等は、二の足を踏む

ことは想像に難くない。このことからも、意識調査については簡便な方法の確立が必要で

ある。

6．おわりに

これらの事例においては、評価を行うには①政策体系に沿った評価指標が設定されてい

るか、②インプット・アウトプット・アウトカム・インパクトのうちどの指標を用いてい

るかを検証する必要があり、③市民に何らかの意識変革をもたらすことが目的である施策

を評価するための手法すなわち簡便な意識調査手法の確立が必要である。ことが言える。

①と②については、計画や評価指標策定時によく検討することである程度解決できると思

われるが、③については国際文化交流事業だけでなく、さまざまな政策・施策において意

識向上を目標にしているものの評価に必要である思われると考えられる。

特に今回は2事例のみの検証であるので、これが自治体の国際文化交流事業や、その他

の事業の評価の現状を代表しているとは言い難い。調査対象を増やす必要もある。

また、本稿では触れなかったが、そもそも評価自体がこうした国際文化交流等の事業に

対して必要であるかも議論が必要である。これらについては、今後の研究で取り組んでい

きたい。

地方自治体がいわゆる政策評価を実施したのは、平成8年度に三重県で行われた「事務

事業評価」が古いといわれている。すでに20年が経過しようとしているが、まだまだ、評

価の現場は課題が山積しているといえる。
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【巻末註】

（1）平成24年4月「地方自治体における総合計画の実態に関するアンケート調査」調査

結果報告書（日本生産性本部）によれば、15都道府県（回答28件）と436市区町村

（回答758件）が総合計画を策定すると回答している。

(2）（佐々木ら2014）では、総合計画の形骸化等、総合計画の問題点が指摘されている。

（3）徒労感については、さまざまな評価の現場で指摘されている。（田中啓2009）では

「業務が増える中で、職員が評価に費やすことができる時間は短くなっており、評価

を担当する職員は多忙を強いられている。行政評価が全庁的な取り組みであるとはい

え、健康・福祉部門や建設部門等、特定の部門の職員に評価対象事務事業が集中する

傾向もある。一方で明確な成果が現れにくい行政評価への取り組みは、余分な仕事と

して敬遠される傾向がある。このため、真剣に評価に取り組んでも、そのことが上司

から認められることはほとんどない。多忙な業務をやりくりして評価を実施したにも

かかわらず、その結果が庁内でほとんど利用されないため、徒労感を抱く職員も少な

くない」としている。

（4）一般財団法人自治体国際化協会は、国際交流を「教育」「文化」「スポーツ」「医療」

「農業」「工業」「商業」「行政」「その他」と区分している。各事業から出される業務

内容報告から分析すると「文化交流」だけでなく「教育交流」にも「文化交流」的要

素が含まれている。

(5）（小倉ら2004)の中で指摘しているものをまとめたものである。（真鍋ら2007)にお

いて同様のことが指摘されている。

（6）小倉ら（2004）は、評価する目的は、プロセスの把握なのか、因果関係の把握なの

か、どのような目的で、どのような評価を行うのか「評価設問」が重要であるとして

いる。また、三好は「こうした認識が一般的な政策評価においても、インプットなの

か、アウトプットなのか、アウトカムなのかインパクトなのか、政策における評価か、

事業における評価か、施策の評価かまちまちであり」としている。
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ASTUDYONTHEEVALUATIONOFINTERNATIONAL

CULTURALEXCHANGEFORPDCACYCLEINTHELOCAL

GOVERNMENT.

YasunariTOYAMA

Thisreportpaidofftheproblemsthataprecedentstudypointedoutaboutanevaluationofthe

internationalculturalexchange廿omtheviewpointofmanagementbythePDCAcycle.And1really

inspecteditaboutanadministrationevaluationcarriedoutIromthe"generalplan""evaluationdocu-

ment"thatthelocalgovernmentestablished.Asaresultofinspection,theyused"aresultoftheof-

ficeworkbusiness"togetherwith"theresultofthemeasure".Inaddition,"anattitudesurvey"was

notcarriedoutwhileplacing"improvementoftheconsciousness"withresulttarget."Theattitude

survey"isrequiredfromvariousevaluationindexes,butitiscomplicatedandcannotcarryoutwork.

Idecidedtoexaminethesimpleandeasytechniqueof"theattitudesurvey"inafuturestudy.
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